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創立120周年記念　全国市長会の歩み ─この20年を中心に─

地
方
分
権
一
括
法
が
施
行
さ
れ

機
関
委
任
事
務
が
廃
止
に

　

１
９
９
３
年
の
衆
参
両
院
に
お
け
る
「
地
方
分
権
の
推

進
に
関
す
る
決
議
」に
始
ま
る
第
一
次
地
方
分
権
改
革
は
、

１
９
９
５
年
の「
地
方
分
権
推
進
法
」の
成
立
、
地
方
分
権

推
進
委
員
会
に
よ
る
勧
告
（
第
１
次
〜
第
５
次
）、

１
９
９
８
年
の「
地
方
分
権
推
進
計
画
」の
閣
議
決
定
を
経

て
、
２
０
０
０
年
の
地
方
分
権
一
括
法
の
施
行
で
結
実
し

ま
す
。
同
法
の
施
行
に
よ
り
、
機
関
委
任
事
務
の
廃
止
、

国
の
関
与
の
法
定
化
な
ど
が
実
現
し
、
国
と
地
方
と
の
関

係
は
従
来
の「
上
下
・
主
従
」か
ら「
対
等
・
協
力
」の
関
係

と
な
り
ま
し
た
。

三
位
一
体
の
改
革

　

国
庫
補
助
負
担
金
改
革
、
税
源
移
譲
、
地
方
交
付
税
の

見
直
し
の
３
つ
を
一
体
と
し
た
「
三
位
一
体
の
改
革
」
は
、

「
骨
太
の
方
針
２
０
０
２
」（
２
０
０
２
年
６
月
閣
議
決
定
）

で
初
め
て
そ
の
考
え
が
打
ち
出
さ
れ
、「
骨
太
の
方
針

２
０
０
３
」（
２
０
０
３
年
６
月
閣
議
決
定
）
で
国
庫
補
助

負
担
金
は
４
兆
円
程
度
を
目
途
に
廃
止
、
地
方
交
付
税
は

総
額
の
抑
制
、
財
源
保
障
機
能
の
縮
小
な
ど
の
方
針
が
示

さ
れ
ま
し
た
。

　

同
改
革
に
関
し
て
は
、「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
」に
て

協
議
が
行
わ
れ
、
特
に
「
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
」
と

「
生
活
保
護
費
国
庫
負
担
金
」を
テ
ー
マ
に
激
し
い
議
論
が

展
開
さ
れ
ま
し
た
。
ま
た
、
全
国
市
長
会
を
は
じ
め
と
す

る
地
方
六
団
体
は
、「
三
位
一
体
改
革
の
推
進
に
関
す
る

緊
急
意
見
」（
２
０
０
３
年
12
月
３
日
）
を
は
じ
め
、
各
種

意
見
、
会
長
談
話
、
声
明
を
共
同
で
発
出
す
る
な
ど
、
結

束
し
て
対
応
し
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
同
改
革
で
は
基
幹
税
に
よ
る
３
兆
円
の
税
源

移
譲
が
実
現
し
た
も
の
の
、
多
く
の
国
庫
補
助
負
担
金
の

廃
止
は
見
送
ら
れ
、
国
の
関
与
を
残
し
た
ま
ま
国
の
補
助

負
担
率
が
引
き
下
げ
ら
れ
る
結
果
と
な
り
、
今
後
に
課
題

を
残
し
ま
し
た
。

地
方
分
権
改
革
推
進
法
施
行

第
二
次
地
方
分
権
改
革
ス
タ
ー
ト

　

２
０
０
６
年
６
月
、
全
国
市
長
会
を
含
む
地
方
六
団
体

は
地
方
自
治
法
に
基
づ
く
意
見
提
出
権
を
行
使
し
、「
地

方
分
権
の
推
進
に
関
す
る
意
見
書
」
を
提
出
し
ま
し
た
。

そ
の
後
、
同
年
12
月
、「
地
方
分
権
改
革
推
進
法
」が
成
立
、

翌
２
０
０
７
年
４
月
に
施
行
さ
れ
、
第
二
次
地
方
分
権
改

革
が
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た
。

　

第
二
次
地
方
分
権
改
革
で
は
、
地
方
分
権
改
革
推
進
委

員
会
に
よ
る
勧
告
方
式
が
採
用
さ
れ
ま
し
た
。
同
委
員
会

は
４
次
に
わ
た
る
勧
告
を
行
い
、
２
０
１
１
年
４
月
に
第

全
国
市
長
会
の
歩
み 

│
こ
の
20
年
を
中
心
に
│

地
方
分
権

全
国
市
長
会
の
主
な
出
来
事

（「
１
２
０
年
の
あ
ゆ
み
」よ
り
、
１
９
９
８
年
以
降
の
主
な
事
項
を
抜
粋
）

■
平
成
10
年（
１
９
９
８
）

１
月
28
日 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／「
医
療
保
険
制
度
の
抜
本

改
革
に
関
す
る
意
見
」を
決
定

４
月
17
日 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が
「
経
済
対
策
に
関
す

る
緊
急
要
望
」を
提
出

６
月
３
日 

第
68
回
全
国
市
長
会
議

（
全
国
市
長
会
創
立
１
０
０
周
年
）
／
提
言
「
新
時
代
の
都
市
政

策
」等
を
決
定
・「
新
時
代
の
都
市
政
策
」を
テ
ー
マ
に
記
念
シ
ン

ポ
ジ
ウ
ム

10
月
１
日 

理
事
会
／「
税
制
改
正
に
関
す
る
緊
急
決
議
」等
を
決
定

10
月
８
日 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が
「
税
制
改
正
問
題
緊

急
全
国
大
会
」を
開
催

11
月
６
日 「
介
護
保
険
制
度
に
つ
い
て（
意
見
）」を
提
出

12
月
3
日 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が「
地
方
税
財
源
充
実

確
保
総
決
起
大
会
」を
開
催

■
平
成
11
年（
１
９
９
９
）

１
月
27
日 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／「
廃
棄
物
政
策
に
関
す
る

意
見
」等
を
決
定

５
月
12
日 

本
会
、
全
国
町
村
会
お
よ
び
国
民
健
康
保
険
中
央
会

が「
医
療
保
険
制
度
の
抜
本
改
革
に
関
す
る
緊
急
意
見
」を
提
出

10
月
６
日 

理
事
会
／「
介
護
保
険
制
度
に
関
す
る
意
見
」等
を
決
定

10
月
27
日 

本
会
お
よ
び
全
国
町
村
会
が
「
介
護
保
険
に
関
す
る

緊
急
意
見
」を
提
出

12
月
９
日 

本
会
、
全
国
町
村
会
お
よ
び
国
民
健
康
保
険
中
央
会

が「
医
療
保
険
改
革
問
題
研
究
会
報
告
書
」を
発
表

■
平
成
12
年（
２
０
０
０
）

１
月
26
日 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／「
地
方
分
権
の
推
進
に
関

す
る
決
議
」お
よ
び「
２
０
０
８
年
第
29
回
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
競
技
大

会
の
大
阪
招
致
に
関
す
る
決
議
」等
を
決
定

２
月
14
日 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が
「
地
方
分
権
推
進
体

制
の
維
持
に
関
す
る
緊
急
要
望
」を
決
定

６
月
７
日 

第
70
回
全
国
市
長
会
議
／「
全
国
市
長
会
会
則
の一部

改
正
」（
政
策
審
議
の
体
制
整
備
の
た
め
の
委
員
会
設
置
等
）
等

を
決
定
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1
次
一
括
法
、
同
年
8
月
に
第
2
次
一
括
法
、
２
０
１
３

年
６
月
に
第
３
次
一
括
法
、
２
０
１
４
年
５
月
に
第
４
次

一
括
法
が
成
立
し
、
地
方
に
対
す
る
規
制
緩
和
（
義
務
付

け
・
枠
付
け
の
見
直
し
）、
基
礎
自
治
体
へ
の
事
務
・
権

限
の
移
譲
な
ど
の
改
革
が
実
施
さ
れ
ま
し
た
。

国
と
地
方
の
協
議
の
場
の
法
制
化

　

全
国
市
長
会
を
は
じ
め
地
方
六
団
体
で
は
、
三
位
一
体

の
改
革
で
設
置
さ
れ
た
「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
」
の
法
制

化
を
長
年
に
わ
た
り
求
め
て
き
ま
し
た
が
、
２
０
１
１
年

４
月
、「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
に
関
す
る
法
律
」
が
成
立

し
た
こ
と
に
よ
り
、
実
現
に
至
り
ま
す
。

　

同
法
三
条
の
規
定
に
よ
り
、「
国
と
地
方
公
共
団
体
と

の
役
割
分
担
に
関
す
る
事
項
」「
地
方
行
政
、
地
方
財
政
、

地
方
税
制
そ
の
他
の
地
方
自
治
に
関
す
る
事
項
」「
経
済
財

政
政
策
、
社
会
保
障
・
教
育
・
社
会
資
本
整
備
に
関
す
る

政
策
そ
の
他
の
国
の
政
策
に
関
す
る
事
項
の
う
ち
、
地
方

自
治
に
影
響
を
及
ぼ
す
と
考
え
ら
れ
る
も
の
」
の
重
要
な

も
の
が「
協
議
の
対
象
」と
な
る
こ
と
に
さ
れ
た
ほ
か
、
協

議
概
要
の
国
会
へ
の
報
告
、
協
議
の
結
果
の
尊
重
義
務
な

ど
も
定
め
ら
れ
ま
し
た
。

　

２
０
１
１
年
６
月
13
日
か
ら
同
年
12
月
29
日
に
わ
た
っ

て
、
法
制
化
さ
れ
た
「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
」
に
お
い

て
、
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
に
お
け
る
協
議
が
行
わ
れ
、

そ
の
協
議
の
場
で
は
、
消
費
税
引
き
上
げ
分
に
対
す
る
地

方
へ
の
配
分
割
合
の
決
定
に
関
し
、
地
方
単
独
事
業
の
扱

い
が
大
き
な
争
点
と
な
り
ま
し
た
。
当
初
、
国
は
国
の
法

令
に
基
づ
く
制
度
と
し
て
確
立
し
た
も
の
で
な
け
れ
ば
認

め
な
い
と
主
張
し
ま
し
た
が
、
地
方
側
と
の
激
し
い
議
論

の
結
果
、
地
方
単
独
事
業
も
対
象
と
す
る
形
で
、
消
費
税

引
き
上
げ
分
の
５
％
の
地
方
側
の
配
分
は
、
１
・
54
％（
地

方
消
費
税
が
１・２
％
、
地
方
交
付
税
が
０
・
34
％
）
と
決

ま
り
ま
し
た
。

「
提
案
募
集
方
式
」を
導
入

　

第
二
次
地
方
分
権
改
革
で
は
、
当
初
か
ら
地
方
分
権
改

革
推
進
委
員
会
の
勧
告
に
基
づ
き
、
４
次
に
わ
た
る
一
括

法
で
地
方
分
権
改
革
は
推
進
さ
れ
て
き
ま
し
た
が
、

２
０
１
４
年
か
ら
は
、
自
治
体
の
発
意
に
根
差
し
た
取
り

組
み
を
推
進
す
る
た
め
に
、
委
員
会
勧
告
に
代
わ
る
新
た

な
改
革
手
法
と
し
て
、
個
々
の
自
治
体
か
ら
の
意
見
を
広

く
取
り
上
げ
る「
提
案
募
集
方
式
」が
導
入
さ
れ
る
こ
と
に

な
り
ま
し
た
。

　

制
度
導
入
の
２
０
１
４
年
か
ら
２
０
１
７
年
ま
で
に
自

治
体
等
か
ら
１
９
０
０
件
を
超
え
る
提
案
が
な
さ
れ
、
約

７
割
の
提
案
が
実
現
に
至
っ
て
い
ま
す
。

地方分権推進総決起大会（平成16年11月17日）

10
月
４
日 

理
事
会
／
「
21
世
紀
を
支
え
る
青
少
年
の
育
成
に
関

す
る
緊
急
意
見
」を
決
定

■
平
成
13
年（
２
０
０
１
）

３
月
19
日 

本
会
、
全
国
知
事
会
お
よ
び
全
国
町
村
会
が
「
公
務

員
制
度
改
革
の
検
討
に
関
す
る
意
見
」を
提
出

５
月
16
日 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が
「
地
方
分
権
推
進
体

制
の
維
持
に
関
す
る
緊
急
要
望
」を
提
出

６
月
７
日 

第
71
回
全
国
市
長
会
議
／「
全
国
市
長
会
会
則
の一部

改
正
」（
特
別
区
の
区
長
が
本
会
に
加
入
）等
を
決
定

９
月
26
日 

本
会
、
全
国
町
村
会
お
よ
び
国
民
健
康
保
険
中
央
会

は「
医
療
制
度
改
革
試
案
に
対
す
る
意
見
」を
発
表

11
月
21
日 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が「
地
方
税
財
源
充
実

確
保
全
国
大
会
」を
開
催

■
平
成
14
年（
２
０
０
２
）

１
月
28
日 「
医
療
保
険
制
度
改
革
に
関
す
る
意
見
」を
提
出

７
月
18
日 

「
住
民
基
本
台
帳
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
の
施
行
に

関
す
る
緊
急
要
望
」を
提
出

10
月
31
日 「
市
町
村
合
併
に
関
す
る
緊
急
要
望
」を
提
出

11
月
６
日 

地
方
六
団
体
が
「
国
庫
補
助
負
担
金
の
廃
止
・
縮
減

に
関
す
る
緊
急
要
望
」を
提
出

12
月
18
日 

「
今
後
の
高
速
自
動
車
国
道
等
の
整
備
促
進
に
関
す

る
緊
急
要
望
」を
提
出

■
平
成
15
年（
２
０
０
３
）

４
月
９
日 

「
税
源
移
譲
を
中
心
と
し
た
都
市
財
政
基
盤
の
確
立

に
関
す
る
提
言
」を
決
定

４
月
９
日 「
地
方
自
治
の
将
来
像
に
つ
い
て
の
提
言
」を
決
定

５
月
23
日 

「
税
源
移
譲
を
基
軸
と
し
た
三
位一体
改
革
の
推
進
を

求
め
る
緊
急
ア
ピ
ー
ル
」を
提
出

７
月
９
日 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／「
三
位一体
の
改
革
に
関
す

る
緊
急
決
議
」を
決
定

10
月
23
日 

「
税
源
移
譲
と
国
庫
補
助
負
担
金
の
廃
止
・
縮
減
に

関
す
る
緊
急
提
言
」を
決
定

11
月
４
日 「
地
方
交
付
税
制
度
に
関
す
る
提
言
」を
決
定

11
月
28
日 

本
会
お
よ
び
全
国
知
事
会
が
「
生
活
保
護
費
負
担
金

及
び
児
童
扶
養
手
当
給
付
費
負
担
金
に
関
す
る
緊
急
意
見
」
を

提
出

■
平
成
16
年（
２
０
０
４
）

４
月
14
日 

理
事
会
／
「
真
の
三
位一体
改
革
の
推
進
に
関
す
る
緊

急
決
議
」等
を
決
定
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東
日
本
大
震
災
へ
の
迅
速
な
対
応

　

２
０
１
１
年
３
月
11
日
、
東
日
本
大
震
災
が
発
生
し
、

国
内
観
測
史
上
最
大
の
地
震
と
、
そ
の
後
襲
っ
た
大
津

波
と
と
も
に
、
東
北
・
関
東
地
方
を
中
心
に
大
き
な
被

害
を
も
た
ら
し
ま
し
た
。

　

全
国
市
長
会
で
は
３
月
12
日
、
被
災
者
の
救
援
・
救
護
、

被
災
地
域
の
早
期
復
旧
お
よ
び
復
興
を
支
援
す
る
た
め
、

会
長
を
本
部
長
と
す
る
「
平
成
23
年
東
北
地
方
太
平
洋
沖

地
震
災
害
対
策
本
部
」を
設
置
し
ま
し
た
。

　

３
月
16
日
に
は
、
支
援
対
応
の
迅
速
化
を
目
的
に
、

支
援
要
請
都
市
・
県
市
長
会
と
応
援
申
出
都
市
・
都
道

府
県
市
長
会
と
の
人
的
、
物
的
支
援
情
報
の
橋
渡
し
を

す
る
「
緊
急
災
害
支
援
掲
示
板
」
を
全
国
市
長
会
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
内
に
設
置
し
ま
し
た
。
被
災
地
応
援
申
出
掲
示

板
に
延
べ
１
９
９
市
、
被
災
地
支
援
要
請
掲
示
板
に
延

べ
52
市
の
申
し
出
が
あ
り
ま
し
た
。

　

同
日
、
義
捐
金
口
座
の
設
置
も
行
い
ま
し
た
。
11
県
市

長
会
・
88
都
市
か
ら
12
億
６
７
７
０
万
円
余
の
入
金
が
あ

り
、
２
支
部
・
７
県
市
長
会
・
20
市
に
対
し
て
送
金
を
行

い
ま
し
た
。

　

こ
の
ほ
か
、
全
国
市
長
会
で
は
、
震
災
発
生
直
後
に

「
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
の
被
災
地
に
お
け
る
燃
料
の

確
保
に
つ
い
て
」（
３
月
14
日
）、「
住
民
生
活
の
維
持
に

必
要
な
ガ
ソ
リ
ン
、
食
料
品
等
の
生
活
関
連
物
資
の
安

定
的
供
給
の
確
保
等
」（
３
月
17
日
）な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な

緊
急
要
請
・
通
知
等
を
行
い
ま
し
た
。

　

２
０
１
１
年
４
月
２
日
・
３
日
に
は
、
会
長
が
岩

手
県
、
宮
城
県
、
福
島
県
の
被
災
地
を
視
察
の
上
、

各
県
市
長
会
長
等
と
面
会
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
２
０
１
６
年
７
月
４
日
に
は
、
会
長
が
福

島
第
一
原
子
力
発
電
所
を
視
察
す
る
な
ど
、
そ
の
後

も
全
国
市
長
会
と
し
て
継
続
し
て
視
察
を
行
っ
て
い

ま
す
。

職
員
派
遣
の
ス
キ
ー
ム
確
立

人
的
支
援
に
注
力

　

被
災
市
町
村
に
お
い
て
は
、
職
員
自
体
が
被
災
し
た

ケ
ー
ス
も
多
く
、
復
旧
・
復
興
に
向
け
て
、
マ
ン
パ
ワ
ー

の
確
保
が
大
き
な
課
題
と
な
り
ま
し
た
。
全
国
市
長
会

で
は
総
務
省
や
全
国
町
村
会
等
と
協
議
を
重
ね
た
結
果
、

総
務
省
、
被
災
県
（
市
町
村
課
）、
全
国
市
長
会
・
全
国

町
村
会
、
被
災
市
町
村
、
派
遣
市
町
村
、
被
災
県
の
市

長
会
・
町
村
会
が
か
か
わ
る
形
の
派
遣
ス
キ
ー
ム
を
確

全
国
市
長
会
の
歩
み 

│
こ
の
20
年
を
中
心
に
│

大
規
模
災
害
へ
の
対
応

５
月
24
日 

「
真
の
三
位一体
改
革
の
推
進
に
関
す
る
提
言
│
地
方

交
付
税
改
革
を
中
心
と
し
て—

」を
発
表

５
月
25
日 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が
「
地
方
財
政
危
機
突

破
総
決
起
大
会
」を
開
催

８
月
24
日 

地
方
六
団
体
が
「
国
庫
補
助
負
担
金
等
に
関
す
る
改

革
案
」を
小
泉
首
相
に
提
出

９
月
30
日 

理
事
会
／
「
三
位一体
改
革
に
関
す
る
地
方
改
革
案
の

早
期
実
現
を
求
め
る
緊
急
決
議
」を
決
定

10
月
27
日 

「
平
成
16
年
新
潟
県
中
越
地
震
災
害
対
策
に
関
す
る

緊
急
要
望
」を
提
出

11
月
17
日 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が「
地
方
分
権
推
進
総

決
起
大
会
」を
開
催

■
平
成
17
年（
２
０
０
５
）

１
月
28
日 

地
方
分
権
推
進
連
盟
総
会（
第
１
回
）を
開
催

４
月
13
日 

理
事
会
／「
真
の
三
位一体
改
革
の
早
期
実
現
に
関
す
る

決
議
」お
よ
び「
医
療
保
険
制
度
改
革
に
関
す
る
意
見
書
」を
決
定

６
月
１
日 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
と
地
方
分
権
推
進
連
盟

の
共
催
で「『
分
権
改
革
日
本
』全
国
大
会
」を
開
催

６
月
８
日 

第
75
回
全
国
市
長
会
議
／
提
言「
都
市
と
環
境
」等
を

決
定

７
月
20
日 

地
方
六
団
体
が
「
国
庫
補
助
負
担
金
等
に
関
す
る
改

革
案（
二
）」を
小
泉
首
相
に
提
出

９
月
26
日 

「
生
活
保
護
費
等
に
係
る
国
庫
負
担
割
合
の
引
下
げ

に
反
対
す
る
緊
急
要
望
」を
決
定

11
月
14
日 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
と
地
方
分
権
推
進
連

盟
の
共
催
で「
地
方
分
権
改
革
総
決
起
大
会
」を
開
催

11
月
25
日 「
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
関
す
る
意
見
」 を
提
出

■
平
成
18
年（
２
０
０
６
）

１
月
17
日 

地
方
六
団
体
が「
豪
雪
災
害
に
関
す
る
緊
急
提
言
」を

提
出

４
月
13
日 

地
方
六
団
体
が
「
政
策
金
融
改
革
に
関
す
る
緊
急
意

見
」を
提
出

６
月
７
日 

地
方
六
団
体
が
「
地
方
分
権
の
推
進
に
関
す
る
意
見

書
」を
内
閣
お
よ
び
国
会
に
提
出

９
月
15
日 

地
方
六
団
体
が
「
地
方
分
権
改
革
推
進
法
」
骨
子
案

を
提
示

11
月
16
日 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／「
生
活
保
護
制
度
改
革
に

関
す
る
意
見
」等
を
決
定
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立
。
被
災
市
町
村
に
対
し
て
全
国
の
市
町
村
か
ら
の
人

的
支
援
が
実
施
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

こ
れ
に
伴
い
、
３
月
30
日
、
全
国
市
長
会
で
は
、
全

国
の
市
区
長
へ
の
応
援
派
遣
の
申
し
出
の
文
書
の
発
出
、

派
遣
可
能
職
員
の
取
り
ま
と
め
の
実
施
、
被
災
市
町
村

へ
の
派
遣
の
仲
介
の
実
施
な
ど
を
内
容
と
す
る
記
者
発

表
を
行
い
ま
し
た
。

　

９
月
８
日
に
は
、
被
災
市
町
村
に
お
け
る
短
期
的
か

つ
緊
急
的
な
職
員
派
遣
の
ニ
ー
ズ
に
迅
速
に
対
応
す
る

た
め
、
全
国
市
長
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
内
に
「
短
期
的
・
緊

急
的
な
職
員
派
遣
に
係
る
掲
示
板
」
を
全
国
町
村
会
と
共

同
で
設
置
し
ま
し
た
。

　

２
０
１
１
年
度
、
市
長
会
な
ど
が
関
わ
る
職
員
派
遣

の
ス
キ
ー
ム
に
よ
り「
短
期
的
派
遣
等
」（
お
お
む
ね
１
カ

月
未
満
の
派
遣
）
１
１
４
８
人
、「
中
長
期
的
派
遣
」

１
６
６
人
の
職
員
が
派
遣
さ
れ
ま
し
た
。
２
０
１
７
年

11
月
１
日
ま
で
に
、
派
遣
さ
れ
た
職
員
数
の
合
計
（
短
期

的
派
遣
と
中
長
期
的
派
遣
）
は
４
１
７
３
人
に
及
び
ま

す
。
こ
の
よ
う
に
各
都
市
自
治
体
の
協
力
で
継
続
的
な

被
災
地
支
援
が
推
進
さ
れ
、
被
災
地
の
復
旧
・
復
興
に

大
き
く
貢
献
し
ま
し
た
。

東
日
本
大
震
災
で
の
対
応
を
い
か
し
て

熊
本
地
震
・
九
州
北
部
豪
雨

災
害
支
援
に
取
り
組
む

　

２
０
１
６
年
4
月
14
日
以
降
、
熊
本
県
か
ら
大
分
県
に

か
け
て
一
連
の
地
震
（
平
成
28
年
熊
本
地
震
）
が
発
生
し

ま
し
た
。
全
国
市
長
会
で
は
４
月
16
日
、
正
副
会
長
会
議

に
お
い
て
、「
平
成
28
年
熊
本
地
震
災
害
支
援
室
」を
設
置

し
ま
し
た
。
東
日
本
大
震
災
で
確
立
さ
れ
た
ス
キ
ー
ム
に

よ
り
「
短
期
的
派
遣
」（
２
０
１
６
年
４
月
23
日
〜
10
月
18

日
）で
３
３
９
名（
１
６
６
団
体
）の
職
員
が
派
遣
さ
れ
ま

し
た
。
ま
た
、「
中
長
期
的
派
遣
」（
２
０
１
７
年
１
月
20

日
現
在
）に
よ
り
75
名（
64
団
体
）の
職
員
が
派
遣
さ
れ
ま

し
た
。

　

２
０
１
７
年
７
月
５
日
か
ら
６
日
に
か
け
て
福
岡
県
と

大
分
県
を
中
心
に
発
生
し
た
「
平
成
29
年
７
月
九
州
北
部

豪
雨
」で
も
速
や
か
に
職
員
派
遣
を
し
た
と
こ
ろ
で
す
。

福島第一原子力発電所を視察（平成28年７月４日）

■
平
成
19
年（
２
０
０
７
）

２
月
14
日 

「
教
育
に
お
け
る
地
方
分
権
の
推
進
に
関
す
る
提
案
」

を
発
表

３
月
29
日 

「
平
成
19
年
能
登
半
島
地
震
災
害
に
関
す
る
緊
急
要

望
」を
提
出

６
月
５
日 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
と
地
方
分
権
推
進
連

盟
の
共
催
で「『
地
方
分
権
改
革
推
進
』全
国
大
会
」を
開
催

７
月
31
日 

「
平
成
19
年
新
潟
県
中
越
沖
地
震
災
害
に
関
す
る
緊

急
要
望
」を
提
出

10
月
3
日 

「
第
二
期
地
方
分
権
改
革
に
関
す
る
提
言
」
お
よ
び

「
支
障
事
例
を
踏
ま
え
た
主
な
改
革
の
方
向
」を
決
定

■
平
成
20
年（
２
０
０
８
）

１
月
24
日 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／「
道
路
整
備
財
源
の
確
保

に
関
す
る
緊
急
決
議
」等
を
決
定

２
月
８
日 

地
方
六
団
体
が「『
道
路
財
源
の
確
保
』緊
急
大
会
」を

開
催
。
新
宿
駅
前
で
街
頭
活
動

４
月
18
日 

地
方
六
団
体
が
「
道
路
暫
定
税
率
の
回
復
と
住
民
生

活
の
安
定
を
求
め
る
緊
急
大
会
」を
開
催

10
月
20
日 

地
方
六
団
体
が
「
追
加
経
済
対
策
の
実
施
と
地
方
財

源
の
確
保
に
つ
い
て
」を
緊
急
申
入
れ

11
月
25
日 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
と
地
方
分
権
推
進
連

盟
の
共
催
で「『
地
方
財
政
確
立
・
分
権
改
革
推
進
』全
国
大
会
」

を
開
催

12
月
４
日 「
後
期
高
齢
者
医
療
、
国
民
健
康
保
険
及
び
介
護
保

険
の
保
険
料
徴
収
に
関
す
る
緊
急
申
し
入
れ
」を
提
出

■
平
成
21
年（
２
０
０
９
）

１
月
27
日 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／「
緊
急
雇
用
対
策
に
関
す

る
決
議
」等
を
決
定

２
月
16
日 「
第
二
期
地
方
分
権
改
革
に
関
す
る
提
言
Ⅱ
」を
提
出

４
月
８
日 

地
方
六
団
体
が
「
経
済
危
機
対
策
に
関
す
る
緊
急
申

し
入
れ
」を
提
出

７
月
９
日 「
政
権
公
約
に
対
す
る
全
国
市
長
会
要
請
」を
提
出

９
月
９
日 

地
方
六
団
体
が
「
国
民
生
活
の
向
上
と
安
心
を
目
指

し
た
国
と
地
方
の
協
議
の
場
の
早
期
開
始
に
つ
い
て
」を
提
出
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人
口
急
減
・

東
京
一
極
集
中
へ
の
対
応

　

わ
が
国
の
人
口
は
２
０
０
８
年
に
減
少
局
面
に
入
り
、

都
市
自
治
体
で
も
、
超
高
齢
・
人
口
減
少
社
会
へ
の
対
応

が
重
要
課
題
と
し
て
認
識
さ
れ
て
い
ま
す
。
首
都
圏
へ
の

転
入
超
過
は
依
然
と
し
て
継
続
し
て
い
ま
す
。
東
京
へ
の

一
極
集
中
是
正
が
喫
緊
の
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
法
の
成
立

　

人
口
減
少
を
克
服
し
、
地
方
創
生
を
実
現
す
る
た
め
、

２
０
１
４
年
９
月
に
、
総
理
大
臣
を
本
部
長
と
す
る
「
ま

ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
本
部
」
が
発
足
、
併
せ
て
、
重

要
事
項
を
調
査
審
議
す
る
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生

会
議
」も
設
置
さ
れ
ま
し
た
。

　

同
年
11
月
21
日
、「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
法
」

お
よ
び
「
地
域
再
生
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
の
地

方
創
生
関
連
２
法
が
成
立
し
た
こ
と
に
加
え
て
、
12
月

27
日
に
は「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
長
期
ビ
ジ
ョ
ン
」

と
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
」
が
閣
議
決

定
さ
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
２
０
１
５
年
度
以
降
、
地
方
自
治
体
が
地
域
の

実
情
に
応
じ
、
自
主
的
・
主
体
的
に
地
方
創
生
に
取
り
組

む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
地
方
財
政
計
画
の
歳
出
や
各
年

度
予
算
に
、「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
事
業
費
」と
し

て
１
兆
円
が
計
上
さ
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
２
０
１
６
年

６
月
２
日
、
東
京
一
極
集
中
の
是
正
、
地
域
の
実
情
に
応

じ
た
働
き
方
改
革
の
実
現
な
ど
に
向
け
、「
ま
ち
・
ひ
と
・

し
ご
と
創
生
基
本
方
針
２
０
１
６
」が
決
定
さ
れ
ま
し
た
。

　
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
法
」の
施
行
に
伴
い
、
す

べ
て
の
都
道
府
県
、
市
区
町
村
は
、「
地
方
人
口
ビ
ジ
ョ

ン
」と「
地
方
版
総
合
戦
略
」の
策
定
に
努
め
る
こ
と
に
な

り
ま
し
た
。
内
閣
官
房
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
本
部

事
務
局
の
調
査
に
よ
る
と
、
２
０
１
５
年
度
中
に
ほ
ぼ
す

べ
て
の
自
治
体
で
策
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

全
国
市
長
会
で
は
、
地
方
創
生
関
連
２
法
案
の
成
立
に

先
立
ち
、
２
０
１
４
年
11
月
13
日
、
理
事
・
評
議
員
合
同

会
議
に
お
い
て
、「
地
方
創
生
の
実
現
に
向
け
た
決
議
」を

決
定
し
ま
し
た
。
決
議
で
は
人
口
減
少
対
策
は
都
市
自
治

体
が
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
喫
緊
の
課
題
と
す
る

一
方
、
都
市
自
治
体
が
地
域
の
特
性
を
生
か
し
自
立
的
・

自
主
的
な
取
り
組
み
を
従
来
の
仕
組
み
に
と
ら
わ
れ
る
こ

と
な
く
行
え
る
よ
う
、
国
に
対
し
具
体
的
な
要
請
も
行
い

ま
し
た
。

全
国
市
長
会
の
歩
み 

│
こ
の
20
年
を
中
心
に
│

人
口
減
少
・
地
方
創
生

11
月
17
日 

地
方
六
団
体
が「
地
方
分
権
推
進
全
国
会
議
」を
開
催

12
月
10
日 

地
方
六
団
体
が
「
子
ど
も
手
当
の
地
方
負
担
に
反
対

す
る
緊
急
声
明
」を
発
表

■
平
成
22
年（
２
０
１
０
）

１
月
27
日 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／「
子
ど
も
手
当
に
関
す
る

緊
急
決
議
」等
を
決
定

４
月
１
日 

「
地
域
主
権
改
革
の
実
現
を
強
く
求
め
る
緊
急
要
請
」

を
提
出

５
月
24
日 

地
方
六
団
体
が
「
地
域
主
権
関
連
三
法
案
の
今
国
会

成
立
を
求
め
る
緊
急
声
明
」を
発
表

８
月
31
日 

地
方
六
団
体
が
「
子
ど
も
手
当
の
全
額
国
費
負
担
を

求
め
る
声
明
」を
発
表

９
月
６
日 

「
効
果
的
で
迅
速
な
経
済
雇
用
対
策
の
実
施
に
関
す

る
緊
急
要
請
」を
提
出

12
月
27
日 

「『
地
方
自
治
法
抜
本
改
正
に
つ
い
て
の
考
え
方
（
平

成
22
年
）』（
仮
称
）（
案
）」に
対
す
る
意
見
を
提
出

■
平
成
23
年（
２
０
１
１
）

３
月
２
日 

「
平
成
23
年
度
子
ど
も
手
当
法
案
に
関
す
る
緊
急
要

請
」お
よ
び「
社
会
保
障
と
税
の一体
改
革
に
関
す
る
緊
急
要
請
」

を
決
定

３
月
25
日 「
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
関
す
る
緊
急
要
請
」を

提
出

４
月
６
日 

理
事
会
／「
東
日
本
大
震
災
に
関
す
る
緊
急
決
議
」お

よ
び
「
原
子
力
発
電
所
事
故
に
対
す
る
国
の
責
任
あ
る
対
応
を

求
め
る
緊
急
決
議
」を
決
定

６
月
８
日 

第
81
回
全
国
市
長
会
議
／
「
全
国
市
長
会
会
則
の一

部
改
正
」（「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
」の
法
制
化
へ
の
対
応
）等

を
決
定

９
月
15
日 

「
平
成
23
年
台
風
12
号
に
よ
る
紀
伊
半
島
を
中
心
と

し
た
災
害
に
関
す
る
緊
急
要
望
」を
提
出

■
平
成
24
年（
２
０
１
２
）

１
月
25
日 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／「
第
32
回
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク

競
技
大
会
及
び
第
16
回
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
競
技
大
会
の
東
京
招

致
を
支
援
す
る
決
議
」等
を
決
定
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全
国
市
長
会
に
特
別
委
員
会
を
設
置

　

２
０
１
５
年
１
月
28
日
、
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創

生
に
関
す
る
調
査
研
究
お
よ
び
そ
の
対
策
を
審
議
す
る

た
め
、
理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
に
お
い
て
、「
ま
ち
・

ひ
と
・
し
ご
と
創
生
対
策
特
別
委
員
会
」
を
設
置
し
ま

し
た
。

　

同
特
別
委
員
会
に
お
い
て
は
、
内
閣
官
房
ま
ち
・
ひ
と
・

し
ご
と
創
生
本
部
か
ら
、
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
や

地
方
創
生
関
連
施
策
の
取
り
組
み
状
況
な
ど
に
つ
い
て
説

明
を
聴
取
し
た
ほ
か
、
各
分
野
の
研
究
者
も
招
き
、
地
方

創
生
の
意
義
な
ど
に
つ
い
て
説
明
を
聴
取
し
ま
し
た
。
同

時
に
、「
地
方
創
生
の
推
進
に
関
す
る
決
議
案
」の
審
議
や

取
り
ま
と
め
な
ど
も
進
め
て
き
ま
し
た
。
さ
ら
に
、
同
委

員
会
と
し
て
、
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
担
当
大
臣
を

は
じ
め
、
各
政
府
関
係
者
に
対
し
、「
地
方
創
生
及
び
地

方
分
権
に
係
る
決
議
・
重
点
提
言
」
の
実
現
方
に
つ
い
て

の
要
請
を
重
ね
て
き
ま
し
た
。

政
策
推
進
委
員
会
の
も
と
に

研
究
会
を
設
置

　

全
国
市
長
会
で
は
２
０
１
４
年
に
は
「
少
子
化
対
策
・

子
育
て
支
援
に
関
す
る
研
究
会
」、
２
０
１
５
年
に
は「
人

口
減
少
社
会
に
お
け
る
多
世
代
交
流
・
共
生
の
ま
ち
づ

く
り
に
関
す
る
研
究
会
」
を
設
置
し
、
報
告
書
・
特
別
提

言
を
取
り
ま
と
め
る
な
ど
、
多
く
の
市
長
が
参
加
す
る

形
で
独
自
に
人
口
減
少
に
関
す
る
調
査
研
究
も
進
め
て

き
ま
し
た
。

　
「
少
子
化
対
策
・
子
育
て
支
援
に
関
す
る
研
究
会
」
の

特
別
提
言（
２
０
１
５
年
）で
は
、「
少
子
化
対
策
の
た
め

の
国
の
統
合
的
な
骨
太
の
指
針
を
示
す
こ
と
」
な
ど
、
国

の
役
割
と
責
任
を
明
示
す
る
と
と
も
に
、「
支
援
サ
ー
ビ

ス
を『
見
え
る
化
』す
る
こ
と
」な
ど
、
都
市
自
治
体
が
取

り
組
む
べ
き
事
項
も
明
ら
か
に
し
ま
し
た
。

　

一
方
、「
人
口
減
少
社
会
に
お
け
る
多
世
代
交
流
・
共

生
の
ま
ち
づ
く
り
に
関
す
る
研
究
会
」
の
特
別
提
言

（
２
０
１
６
年
）で
は「
人
口
減
少
社
会
に
お
け
る
多
世
代

交
流
・
共
生
の
ビ
ジ
ョ
ン
を
提
示
す
る
こ
と
」
な
ど
を
国

に
求
め
た
ほ
か
、「
多
世
代
交
流
・
共
生
の
た
め
の
総
合

的
な
サ
ー
ビ
ス
提
供
の
仕
組
み
を
つ
く
る
こ
と
」
な
ど
、

都
市
自
治
体
と
し
て
取
り
組
む
べ
き
事
項
も
明
記
し
ま

し
た
。

「人口減少社会における多世代交流・共生のまちづくりに関する研究会」報告書を取りまとめ
（平成28年5月23日）

３
月
６
日 

「
子
ど
も
・
子
育
て
新
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
提
言
・
要

請
」を
提
出

３
月
26
日 「
国
の
出
先
機
関
改
革
に
つ
い
て
の
意
見
」を
提
出

４
月
１
日 

財
団
法
人
全
国
市
長
会
館
が
「
公
益
財
団
法
人
全
国

市
長
会
館
」に
移
行

７
月
24
日 「
さ
ら
な
る『
基
礎
自
治
体
へ
の
権
限
移
譲
』及
び『
義

務
付
け
・
枠
付
け
の
見
直
し
』に
つ
い
て（
提
案
）」を
提
出

■
平
成
25
年（
２
０
１
３
）

２
月
20
日 

「
全
国
市
長
会
の
緊
急
ア
ピ
ー
ル
ー
国
に
よ
る
地
方

交
付
税
削
減
・
地
方
公
務
員
給
与
削
減
要
請
に
つ
い
て
│
」
を

決
定

４
月
５
日 

本
会
お
よ
び
全
国
町
村
会
が
「
被
災
市
町
村
か
ら
の

事
務
手
続
き
の
緩
和
・
簡
素
化
等
の
要
請
」を
提
出

４
月
19
日
地
方
六
団
体
が
「
教
育
委
員
会
制
度
等
に
関
す
る
意

見
」を
提
出

７
月
10
日 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／
「
地
域
の
元
気
創
造
・
活

性
化
の
た
め
に
」等
を
決
定

10
月
１
日 

消
費
税
引
上
げ
方
針
の
決
定
を
受
け
、「
税
と
社

会
保
障
の一
体
改
革
に
伴
う
消
費
税
率
の
引
上
げ
に
つ
い
て
」

を
発
表

■
平
成
26
年（
２
０
１
４
）

１
月
22
日「
臨
時
福
祉
給
付
金（
簡
素
な
給
付
措
置
）」に
つ
い
て

要
請

３
月
14
日 

「
教
育
委
員
会
制
度
の
改
革
に
関
す
る
与
党
合
意
に

つ
い
て
」を
発
表

８
月
５
日 

地
方
六
団
体
が「
農
地
制
度
の
あ
り
方
に
つ
い
て
」を

提
出

８
月
７
日 

本
会
、
全
国
知
事
会
お
よ
び
全
国
町
村
会
が
「
今
年

度
の
人
事
院
勧
告
に
つ
い
て
」を
発
表

10
月
24
日 

緊
急
ア
ピ
ー
ル「
目
指
せ
出
生
率
ア
ッ
プ
！
」を
提
出

11
月
19
日 

本
会
お
よ
び
全
国
町
村
会
が
消
費
税
引
上
げ
の
先

送
り
決
定
を
受
け
、「
社
会
保
障
の
充
実
と
持
続
可
能
性
の
確

保
に
つ
い
て
」を
発
表
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第41回全国市長会（川崎市役所前、昭和16年10月
28日）

全国市長会創立100周年記念 第68回全国市長会議
（平成10年6月3日）

第23回全国各市区聯合協議会集合写真/静岡市浅
間神社前（大正12年10月22日）

第1回中国市長訪日代表団/諫早市（昭和56年4月）

第2回全国都市問題会議（昭和5年10月）

内閣・国会へ地方自治法に基づく「地方分権の推
進に関する意見書」を提出（平成6年9月26日）

地方税財源充実確保全国大会（平成13年11月21日） 地方税財源充実確保総決起大会（平成10年12月3日）

Photo Digest　写真でたどる市長会の歩み

■
平
成
27
年（
２
０
１
５
）

５
月
27
日 

国
保
の
運
営
主
体
を
都
道
府
県
と
し
た
「
持
続
可
能

な
医
療
保
険
制
度
を
構
築
す
る
た
め
の
国
民
健
康
保
険
法
等
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
」の
成
立
に
つ
い
て
コ
メ
ン
ト
を
発
表

６
月
10
日 

第
85
回
全
国
市
長
会
議
／「
少
子
化
対
策
・
子
育
て
支

援
に
関
す
る
特
別
提
言
」等
を
決
定

８
月
５
日 

地
方
六
団
体
が「
新
型
交
付
金
の
創
設
に
つ
い
て
」を

発
表

11
月
18
日 

本
会
、
全
国
知
事
会
お
よ
び
全
国
町
村
会
が
「
子
ど

も
の
医
療
費
助
成
に
係
る
国
民
健
康
保
険
の
国
庫
負
担
減
額
調

整
の
廃
止
に
つ
い
て
」を
提
出

■
平
成
28
年（
２
０
１
６
）

１
月
27
日 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／「
農
林
水
産
分
野
に
お
け

る
Ｔ
Ｐ
Ｐ
対
策
に
関
す
る
要
請
」等
を
決
定

４
月
27
日 「
待
機
児
童
解
消
に
向
け
た
緊
急
提
言
」を
提
出

４
月
28
日 「
平
成
28
年
熊
本
地
震
に
関
す
る
緊
急
要
請
」を
提
出

６
月
８
日 

第
86
回
全
国
市
長
会
議
／「
全
国
市
長
会
会
則
の一部

改
正
」（
会
長
推
薦
副
会
長
の
創
設
）お
よ
び「
多
世
代
交
流
・
共

生
の
ま
ち
づ
く
り
に
関
す
る
特
別
提
言
」等
を
決
定

８
月
８
日 

本
会
、
全
国
知
事
会
お
よ
び
全
国
町
村
会
が「『
マ
イ

ナ
ン
バ
ー
制
度
』に
お
け
る
国
・
地
方
の
情
報
連
携
に
向
け
た
要

請
」を
提
出

■
平
成
29
年（
２
０
１
７
）

４
月
14
日 

「
国
民
不
在
の
新
専
門
医
制
度
を
危
惧
し
、
拙
速
に

進
め
る
こ
と
に
反
対
す
る
緊
急
要
望
」を
提
出

５
月
17
日 

本
会
、
全
国
知
事
会
お
よ
び
全
国
町
村
会
が
「
社
会

保
障
制
度
改
革
に
関
す
る
緊
急
要
請
」を
提
出

６
月
７
日 

第
87
回
全
国
市
長
会
議
／「
全
国
市
長
会
会
則
の一部

改
正
」（
会
長
が
欠
け
た
場
合
の
執
行
体
制
の
整
備
）お
よ
び「
土

地
利
用
行
政
の
あ
り
方
に
関
す
る
特
別
提
言
」等
を
決
定

８
月
10
日 

「
平
成
29
年
７
月
九
州
北
部
豪
雨
災
害
に
関
す
る
要

請
」を
提
出

11
月
16
日 

理
事
・
議
員
合
同
会
議
／「
子
ど
も
た
ち
の
た
め
の
緊

急
決
議
〜
す
べ
て
の
子
ど
も
の
健
や
か
な
育
ち
を
目
指
し
て
〜
」

等
を
決
定

全国市長会創立100周年記念シンポジウム（平成
10年6月3日）
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地方六団体会長等が街頭活動（平成20年2月8日）

全国市長会子ども・子育てフォーラム（平成29年
11月16日）

国と地方の協議の場（法制化前）（平成16年9月14日）

安倍首相と市町村長との懇談会（平成27年7月8日）

小泉首相に「国庫補助負担金等に関する改革案」を
提出（平成16年8月24日）

「国による地方交付税削減・地方公務員給与削減要請
について」記者会見で緊急アピール（平成25年2月20日）

全国市長会創立120周年記念

都市スケッチ展

　さる４月10日〜12日まで全国都市
会館第一会議室で都市スケッチ展が
開催されました。展示された作品に
は、昭和30年代前半のさまざまな都
市の風景が描かれています。
　今回は、その中から印象的な作品
に加え、美術愛好家としても知られ
市長フォーラムで講演をされた大村
智・北里大特別栄誉教授のお気に入
りの２点も加えてご紹介します。
　なお、今回ご紹介できなかった作
品は、http://www.mayors.or.jp/
kaiga/hp/top.htmで見ることがで
きます。

開催

豊橋遠望（平川敏夫作）

小田原城跡（朝井閑右衛門作）

水郷柳川（向井潤吉作）

山梨市笛吹川（中村善策作）

大村智先生 お気に入りの２点


